資料－F

京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）

施設整備等事業
様式集
平成16年8月18日
京都大学

１．提出書類

１　入札説明会、現地見学会に関する提出書類

　①入札説明会参加申込書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式1-1】

　②現地見学会参加申込書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式1-2】③入札説明書等に関する質問書（第1回）　（複数枚可能）　・・・・・・・・・【様式1-3】

④入札説明書等に関する質問書（第2回）　（複数枚可能）　・・・・・・・・・【様式1-4】

２　競争参加資格審査申請時の提出書類　（各1部）

　①競争参加資格確認申請書　（別紙「添付書類提出確認書」あり）　・・・・【提案様式1-1】

　②グループ構成員及び協力会社一覧表　（複数枚可能）　・・・・・・・・・【提案様式1-2】

　③委任状　（複数枚可能）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-3】

　④設計業務実績　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-4】

　⑤工事監理業務実績　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-5】

　⑥建設業務実績　（全2枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-6】

　⑦配置予定主任技術者の資格及び設計業務経験　・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-7】

　⑧配置予定主任技術者の資格及び工事監理業務経験　・・・・・・・・・・・【提案様式1-8】

　⑨配置予定主任技術者の資格及び建設業務経験　・・・・・・・・・・・・・【提案様式1-9】

　⑩競争参加資格がないと認めた理由の説明要求書　・・・・・・・・・・・・【提案様式1-10】

３　入札辞退時の提出書類　（1部）

　①入札辞退届　（複数枚可能）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式2-1】

４　入札時の提出書類　（各1部）

　①入札提出書類の提出届　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式3-1】

　②委任状（代理人）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式3-2】

　③委任状（復代理人）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式3-3】

　④入札書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式3-4】

　⑤業務要求水準書に関する確認書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式3-5】

５　施設改修計画に係る提案書　（各25部）

　①施設改修計画提案書表紙　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-1】

　②建築改修計画の概要　（全2枚以内）　・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-2】

　③耐震補強計画の概要　（全2枚以内）　・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-3】

　④電気設備改修計画の概要　（全2枚以内）　・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-4】

　⑤機械設備改修計画の概要　（全3枚以内）　・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-5】

　⑥空間計画１・研究・実験ゾーンの提案　（全1枚）　・・・・・・・・・・【提案様式4-6】

⑦空間計画２・図書及び事務室ゾーンの提案　（全1枚）　・・・・・・・・【提案様式4-7】

　⑧空間計画３・屋上緑化の提案　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-8】

⑨断面計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-9】
　⑩外装改修計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-10】

　⑪環境負荷低減計画１・資源の保護　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・【提案様式4-11】

　⑫環境負荷低減計画２・省エネルギー　（全1枚）　・・・・・・・・・・・【提案様式4-12】

　⑬ＬＣＣ低減計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-13】

⑭工事管理計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-14】

⑮施工計画１・工法の検討　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-15】

　⑯施工計画２・設備の仮設計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-16】

　⑰施工計画３・解体計画　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-17】

６　施設改修計画に係る提案書＜図面集＞
（Ａ３版各25部、Ａ２版【様式4-18】～【様式4-22】各25部）
　①施設改修計画提案書＜図面集＞表紙　（全1枚。Ａ３Ａ２とも必要）　・【提案様式4-18】
　②配置図（外構計画を含む）　（全1枚。Ａ３Ａ２とも必要）　・・・・・・【提案様式4-19】

　③平面図（各階）　（1枚につき1フロアー記入。Ａ３Ａ２必要とも）　・・【提案様式4-20】

　④立面図（４面）　（全2枚以内。Ａ３Ａ２とも必要）　・・・・・・・・・【提案様式4-21】

　⑤断面図（２面）　（全1枚。Ａ３Ａ２とも必要）　・・・・・・・・・・・【提案様式4-22】

　⑥仕上表等　（枚数制限なし。Ａ３必要）　・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式4-23】

　

７　維持管理計画に係る提案書　（各25部）

　①維持管理計画提案書表紙　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式5-1】

　②維持管理計画・保守管理（建築・設備）　（全1枚）　・・・・・・・・・【提案様式5-2】

　③維持管理計画・維持管理（外構施設）　（全2枚以内）　・・・・・・・・【提案様式5-3】

８　事業計画に係る提案書　（各25部）

　①事業計画提案書表紙　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-1】

　②事業実施体制　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-2】

③業務管理及びリスク管理体制　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-3】

　④入札金額算出書　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-4】

　⑤施設費内訳書　（全1枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-5】

　⑥施設整備費及び維持管理費に関する算出根拠　（全2枚）　・・・・・・・【提案様式6-6】

　⑦事業収支計画書　（全3枚）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【提案様式6-7】

⑧関心表明書（書式自由）

２．作成要領

１　競争参加資格審査申請時の提出書類

・設計業務実績、工事監理業務実績、建設業務実績は、入札説明書に掲げる資格があることを判断できる実績（民間工事に係るものでも可）を、提案様式1-4～提案様式1-6に記載すること。

・上記実績として記載した業務の内容が確認できる契約書、設計図書、工事施工図書、維持管理業務仕様書等の写しを添付すること。

２　入札時の提出書類

（１）一般的事項

・入札提出書類については、各書類の右下所定の欄に、大学より送付された競争参加資格確認通知書に記載の登録受付番号を記載し、社名やグループ名等の提出者を特定できるような表示は付さないこと（入札提出書類の提出届（提案様式3-1）、委任状（代理人）（提案様式3-2）、委任状（復代理人）（提案様式3-3）、入札書（提案様式3-4）、業務要求水準書に関する確認書（提案様式3-5）を除く）。

・以下の提案書については、それぞれ1 分冊（製本１部、バインダー綴各24）とし、各書類の右上等所定の欄に通し番号（1／25～25／25）を記載すること（製本分は1／25とする）。また、背表紙にも提案書名、通し番号、登録受付番号を記載すること。

事業計画に係る提案書

施設整備計画に係る提案書

施設整備計画に係る提案書＜図面集＞
維持管理計画に係る提案書

・入札提出書類の作成にあたっては、見やすさに配慮し、図表等を適宜活用して分かりやすい表現とすること。

・使用する用紙はＡ４ 片面（図面集はＡ３ 片面とＡ２ 片面）とし、上下左右に15ｍｍ 以上の余白を設けること。

（２）施設整備計画に係る提案書

・提案様式4-2 ～ 提案様式4-17を、注意事項等様式記載文言をよく確認の上作成し、提案様式4-1の提案書表紙を付け、Ａ４版縦長左横綴じにより提出すること。

（３）施設整備計画に係る提案書＜図面集＞
・提案様式4-19 ～ 提案様式4-23を、注意事項等様式記載文言をよく確認の上作成し、提案様式4-18の提案書表紙を付け、Ａ３版横長左横綴じにより提出すること（一部(提案様式4-18～提案様式4-22)はＡ２版横長左横綴じにより提出すること）。

（４）維持管理計画に係る提案書

・提案様式5-2 ～ 提案様式5-3を、注意事項等様式記載文言をよく確認の上作成し、提案様式5-1の提案書表紙を付け、Ａ４版縦長左横綴じにより提出すること。

（５）事業計画に係る提案書

①事業実施体制

・本様式に倣い、A4・1枚で作成すること。

・設計、工事監理、改修工事、維持管理の各業務を行う構成員、協力会社及びその他参加企業の名称及びその役割分担を記入すること。

・設計、工事監理及び改修工事の業務実績について、入札説明書の条件を満たすものについて5件以内で記入すること。

・本事業を安定的かつ確実に実施するための、業務管理体制（組織・品質管理体制・セルフチェック体制等）について、記入すること。

・上記以外で業務実施体制について記入する事項があれば、適宜記入すること。
②業務管理及びリスク管理体制

・本様式に倣い、A4・1枚で作成すること。

・本事業を実施するにあたって、想定されるリスクをあげ、そのリスク項目ごとに構成員、協力会社及びその他参加企業ごとのリスク分担を記入すること。

・事業者が実施する各業務のリスク管理体制・方法及びリスク顕在化時の対応方法について記入すること。

・上記以外で業務管理及びリスク管理体制について記入することがあれば、適宜記入すること。

③入札金額算出書

・単位は円とすること（円未満切り捨て）。

・Aの金額が一致していることを確認すること。

・消費税等を算出するにあたって使用する税率は5.0%とすること。

・施設費及び維持管理費の各項目については毎回の支払額を平準化させること。

・各工区の第1回の割賦金利、維持管理費及びその他費用については、支払対象期間を以下の通りとし、これに対応した日割計算で提案すること。

	工区
	支払対象期間

	第1期
	平成18年4月1日～平成18年9月30日

	第2期
	平成18年11月1日～平成19年3月31日

	第3期
	平成19年6月1日～平成19年9月30日

	第4期
	平成20年1月1日～平成20年3月31日

	第5期
	平成20年8月1日～平成20年9月30日

	第6期
	平成21年3月1日～平成21年3月31日


・その他費用については各工区の費用として区分できるものについては、各工区の費用として記入し、区分できないものについては「7　その他費用」に記入すること。なお、これらの区分方法を提案様式6-6の算出根拠の欄に記入すること。

・本様式の作成にあたっては、上記様式に基づき、Microsoft ExcelによりA3横書きにより作成すること。なお、本様式についてははFD又はCD-ROM等の電子媒体に保存したものも合わせて提出すること。

④施設費内訳書

・単位は円とすること（円未満切り捨て）。

・提案様式6-4の各工区の施設費の合計と本様式の小計が一致していることを確認すること。

・大学への所有権移転に伴う費用の内、不動産取得税については非課税扱いとすること。但し、入札参加者は必要に応じて府税事務所又は総務省自治税務局都道府県税課に問い合わせること。また、登録免許税は非課税扱いとすること。

・施設費に含まれる費用の内、各工区に共通するものがある場合、入札参加者が適当と考える方法で各工区に按分すること。なお、この場合、按分方法を提案様式6-6の算出根拠の欄に記入すること。
⑤施設整備費及び維持管理費に関する算出根拠

・算出根拠については、支出目的や支出内容（単価・支出頻度・工数・内訳等）につき、できる限り詳細に記入すること。

・施設費の改修工事費に関する算出根拠については本様式に記入せずに、入札参加者が適切と考える書式で別途作成すること。

・割賦金利の算出根拠については、提案にあたって使用した基準金利の期間（資料Ｂ p4参照）と利ざや及びこの合計である割賦金利について、小数点以下第3位まで記入すること。

・維持管理費及びその他の費用の算出根拠については毎回の支払額の根拠についても記入すること。

・各項目の中に複数の費用が含まれる場合、その費用項目ごとに算出根拠を記入すること。

・その他費用について、各工区に区分するもの及び「7　その他費用」とするものの区分方法について、算出根拠として記入すること。

・施設費に含まれる費用の内、各工区に共通する費用を各工区の費用として按分する場合、この按分方法について、算出根拠として記入すること。

⑥事業収支計画書

1)本様式に関する記入要領

・消費税等を含めず、千円未満切り捨てで記入すること。入札参加者の提案する会計・税務処理によって、消費税等を含むことが妥当な場合、別途消費税等の欄を設けて記入すること。

・本様式の作成にあたっては、上記様式を参考に、「4　資金調達計画」を除き、Microsoft ExcelによりA3横書きにより作成すること。なお、本様式については、「4　資金調達計画」を除き、FD又はCD-ROM等の電子媒体に保存したものも合わせて提出すること。

・「1　損益計算書」～「3　貸借対照表」のH31年度への記入については、選定事業者の会計処理に応じて、入札参加者の任意とする。

2)「1　損益計算書」に関する記入要領

・営業収入、営業費用及び営業外損益の内訳について、提示したものに準じて、入札参加者が適当と考えるものをできる限り詳細に記入すること。内訳の記入にあたっては提案様式6-6との整合性に留意すること。

・営業外費用の支払金利を記入するにあたっては、「4　資金調達計画」に記入した借入金の区分に応じて算出した支払金利を記入すること。

・物価上昇率については考慮せずに記入すること。

3)「2　資金収支計算書」に関する記入要領

・資金の調達及び運用の内訳については、本様式を参考に、入札参加者が妥当と考えるものを記入すること。資本金及び借入金の区分については、「4　資金調達計画」に記入した資本金、借入金の区分に応じて記入すること。

・DSCRについては、以下の算式により算出した平成17年度より平成31年度までの毎年度の値及びこれらの期間における平均値（Bに記入）を記入すること（小数点以下第2位まで、3位以下四捨五入）。

DSCRn＝Cdn÷（Pn＋In）

　　DSCRn：第n年度のDSCR　Cdn：第ｎ年度の（税引後損益＋割賦原価＋支払利息）

　　Pn：第n年度の借入金元本返済額　In：第n年度の支払利息額

　　なお、入札参加者が借入金につき、優先劣後関係を想定している場合、劣後融資の内、資本金と同等とみなせるものに関する元本返済額及び支払利息は上式に含まないものとする。

・PIRR及びEIRRについては事業期間を通じた指標の値を以下の算式により算出し、小数点以下第2位まで、3位以下四捨五入で記入すること。

PIRR：I＝Cn÷（1＋R）nを満たすRの値。

I：初期投資額　Cn：第n年度の（税引後損益＋割賦原価＋支払利息）

EIRR：Cap＝Cen÷（1＋Re）nを満たすRの値。

　　Cap：出資額　Cen：第n年度の（税引後損益＋割賦原価－借入金元本返済額）

　　なお、劣後融資の取扱いについては(2)に同じ。

4)「3　貸借対照表」に関する記入要領

・資産及び負債・資本の部の内訳については、本様式を参考に、入札参加者が妥当と考えるものを記入すること。借入金の区分については、「4　資金調達計画」に記入した借入金の区分に応じて記入すること。

5)「4　資金調達計画」に関する記入要領

・資金使途については、できる限り詳細に記入すること。記入にあたっては他の様式との整合性に留意すること。また、備考欄については入札参加者が必要と考える事項を適宜記入すること（以下、備考欄について同じ）。

・出資金と借入金の構成を記入する際の借入金については、金融機関及び金融機関以外からの借入れを含む借入金の合計額とすること。なお、構成比の算出にあたっては小数点第二位以下を四捨五入すること（以下、構成比について同じ）。
・出資金の構成を記入する際の出資者については、出資比率50%未満の出資者を含み全ての出資者を記入すること。

・金融機関からの借入金については、銀行・生損保・リース会社・ノンバンク等からの借入金を対象とし、借入れる金融機関別に区分及び同一の金融機関からの借入金であっても借入条件（後述「借入計画」を参照）が異なる場合には区分して記入すること。金融機関名については、関心表明書等を提出した金融機関は必ず含むものとするが、これ以外の金融機関名については、提案提出時点で決定又は想定しているものについてできる限り詳細に記入すること。

・金融機関以外からの借入金については、金融機関からの借入金以外の全ての借入金を記入すること。借入金の区分方法は上記と同様とする。調達先名については、提案提出時点で決定又は想定しているものについてできる限り詳細に記入すること。

・借入計画については、金融機関からの借入及び金融機関以外からの借入の両方について、支払金利（想定される基準金利や利ざや、変動や固定の別等）や金融機関への返済条件（元金均等方式等）について、提案提出時点で決定又は想定しているものについて可能な限り詳細に記入すること。また、借入金間で優先劣後関係を想定している場合には、備考欄に記入すること。
【 様式1-1 】


【 様式1-2 】


【 提案様式1-1 】

平成 　年　 月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
競争参加資格確認申請書

入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

なお、国立大学法人京都大学契約事務取扱規則（平成16年5月1日総長裁定制定）第4条の規定に該当する者でないこと、入札説明書に定められた競争参加資格要件を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記

（添付書類については、本様式別紙にて確認の上、書類名及び部数を記載すること。）
※１　返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出すること。
【 提案様式1-1（別紙） 】
添付書類提出確認書
	企業名
	

	添付書類
	入札参加者確認
	大学

確認

	①
	会社概要
	
	

	②
	会社定款（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	③
	印鑑証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	④
	使用印鑑届（様式は随意）
	
	

	⑤
	法人税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑥
	消費税納税証明書（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑦
	商業登記簿謄本（入札公告日以降に交付されたこと）
	
	

	⑧
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書（直近４期分）
	
	

	⑨
	企業単体の減価償却明細表（直近４期分）
	
	

	⑩
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
	
	

	⑪
	競争参加資格審査の等級を証する書類の写し
	
	

	⑫
	入札参加者の資格を称する書類の写し（設計・建設にあたる者：一級建築事務所登録、建設業許可）
	
	

	⑬
	業務実績を証明できる資料（契約書の写し等）
	
	


※１　代表企業は①～⑬の書類、構成員及び協力会社等それ以外の企業は⑪～⑬の書類を、それぞれ提出すること。

【 提案様式1-2 】

平成 　年　 月 　日
グループ構成員及び協力会社一覧表
	代表企業
	商号または名称

所　　在　　地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話

　　　　ＦＡＸ

　　　　E-mail

	
	［本事業における役割　設計・工事監理・建設・維持管理］

　本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載すること。なお、一つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載すること



	構成員
	商号または名称

所　　在　　地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話

　　　　ＦＡＸ

　　　　E-mail

	
	［本事業における役割　設計・工事監理・建設・維持管理］



	協力会社
	商号または名称

所　　在　　地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話

　　　　ＦＡＸ

　　　　E-mail

	
	［本事業における役割　設計・工事監理・建設・維持管理］




（注：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること）　　　　　　　枚目／　　枚中

【 提案様式1-3 】

平成 　年 　月　 日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
委 任 状
構成員

	所在地
	

	商号又は名称


	

	代表者名・印


	印


構成員

	所在地
	

	商号又は名称


	

	代表者名・印


	印


構成員

	所在地
	

	商号又は名称


	

	代表者名・印


	印


構成員

	所在地
	

	商号又は名称


	

	代表者名・印


	印


私達は、下記の代表企業を代理人と定め、平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に係る次の権限を委任します。

＜委任事項＞

１ ．上記事業に関する競争参加資格確認申請について

２ ．上記事業に関する入札辞退について

３ ．上記事業に関する入札及び提案について

４ ．上記事業に関する復代理人の選任並びに解任について

代表企業

	所在地
	

	商号又は名称


	

	代表者名・印


	印


（注：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること）　　　　　　　枚目／　　枚中
【 提案様式1-4 】

設計業務実績
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	設計に当たる企業名
	

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業 ・ グループの構成員 ・ 協力会社

(いずれかを囲むこと)

	競争参加資格
	ア　文部科学省又は国立大学法人京都大学において平成16年度設計･コンサルティング業務に係る一般競争参加者の資格を有している者であること。

イ　経営状況が健全であること。
なお、「健全であること」とは、手形交換所による取引停止処分及び主要取引先から取引停止を受けていない者並びに経営状態が著しく不健全でない者を指す。
ウ　不正又は不誠実な行為がないこと。

エ　建築士法（昭和25年法律202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。

オ　平成6年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、下記に示す業務に従事し、完了した経験を有する総括技術者及び主任技術者を専任で配置できること。なお、同じ技術者が複数の役割及び分野を担当することを妨げるものではない。

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階建以上かつ延べ面積10,000㎡以上の校舎又は研究施設

	工事名称等
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率　％）

	工事概要
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	（㎡）

	
	工事内容
	


【 提案様式1-5 】

工事監理業務実績
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	工事監理に当たる企業名
	

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業 ・ グループの構成員 ・ 協力会社

(いずれかを囲むこと)

	競争参加資格
	ア　文部科学省又は国立大学法人京都大学において平成16年度設計･コンサルティング業務に係る一般競争参加者の資格を有している者であること。

イ　経営状況が健全であること。
なお、「健全であること」とは、手形交換所による取引停止処分及び主要取引先から取引停止を受けていない者並びに経営状態が著しく不健全でない者を指す。
ウ　不正又は不誠実な行為がないこと。

エ　建築士法（昭和25年法律202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。

オ　平成6年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、下記に示す業務に従事し、完了した経験を有する者を建築工事・電気設備工事・機械設備工事にそれぞれ専任で配置できること。

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階建以上かつ延べ面積6,500㎡以上の校舎又は研究施設

	工事名称等
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率　％）

	工事概要
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	（㎡）

	
	工事内容
	


【 提案様式1-6 】

建設業務実績
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	建設に当たる企業名
	

	業務の種類
	建設（建築工事・電気設備工事・機械設備工事）

(いずれかを囲むこと)

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業 ・ グループの構成員 ・ 協力会社

(いずれかを囲むこと)

	競争参加資格
	ア　文部科学省又は国立大学法人京都大学において平成16年度建設工事の一般競争参加者の資格を有し、各工事において、「一般競争参加者の資格」（平成13年1月6日文部科学大臣決定）第一章第４条若しくは国立大学法人京都大学の契約に係る競争参加者資格審査等事務取扱要領（平成16年4月1日財務担当理事裁定制定）第2章で定めるところにより算定した点数（一般競争（指名競争）参加資格認定通知書の記２の点数）が次の点数以上であること。

ａ　建築一式工事　　1,250点

ｂ　電気工事　　　　 950点

ｃ　管工事　　　　　 950点

なお、複数の工事を同一の企業が実施することは、差し支えない。

また、各工事を複数の企業が共同して実施することは差し支えない。ただしこの場合においては、共同して工事を実施するすべての応募企業又は応募グループの構成員及び協力会社が上記を満たすものとする。

イ　提案内容に対応する建設業法（昭和24 年法律第100号）の許可業種につき許可を有して営業年数が5年以上ある者であること。
ただし、相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合においては、許可を有しての営業年数が５年未満であっても同等として取り扱うことができるものとする。
ウ　平成6年度以降に、元請として完成・引渡しが完了した下記の基準を満たす各工事に対応した新営工事又は全面的な改修工事を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20％以上の場合のものに限る。）

なお、複数の建設企業が下記に示す建設ごとに共同して施工する場合にあっては、そのうちの１者が工事種類ごとの下記の施工実績を有すれば良いものとする。

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階建以上かつ延べ面積6,500㎡以上の校舎又は研究施設

	工事名称等
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率　％）

	工事概要
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	（㎡）

	
	工事内容
	


【 提案様式1-7 】

配置予定主任技術者の資格及び設計業務経験
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	業務の種類
	設計

	競争参加資格
	ア　文部科学省又は国立大学法人京都大学において平成16年度設計･コンサルティング業務に係る一般競争参加者の資格を有している者であること。

イ　経営状況が健全であること。
なお、「健全であること」とは、手形交換所による取引停止処分及び主要取引先から取引停止を受けていない者並びに経営状態が著しく不健全でない者を指す。
ウ　不正又は不誠実な行為がないこと。

エ　建築士法（昭和25年法律202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。

オ　平成6年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、下記に示す業務に従事し、完了した経験を有する総括技術者及び主任技術者を専任で配置できること。なお、同じ技術者が複数の役割及び分野を担当することを妨げるものではない。

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階建以上かつ延べ面積10,000㎡以上の校舎又は研究施設

	氏　　名
	主任技術者　○○○○

	最　終　学　歴
	

	法令による資格・免許
	（例）一級建築士（取得年及び登録番号）

　　一級建築施工管理技士（取得年数及び登録番号）

　　　技術士（取得年数及び登録番号）

管理技術者資格（取得年数及び登録番号）

	上記の者を雇用する企業名
	

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業・グループの構成員・協力会社

(いずれかを囲むこと)

	設計業務経験の概要
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	従事役職
	監理技術者・主任技術者

	
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	

	
	工事内容
	（必要に応じて工事の内容を記載する。）



	配置予定主任技術者の現在の他工事従事状況
	工事名
	○○省××地方整備局△△庁舎新営その他工事

	
	工　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日


【 提案様式1-8 】

配置予定主任技術者の資格及び工事監理業務経験
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	業務の種類
	工事監理

	競争参加資格
	ア　文部科学省又は国立大学法人京都大学において平成16年度設計･コンサルティング業務に係る一般競争参加者の資格を有している者であること。

イ　経営状況が健全であること。
なお、「健全であること」とは、手形交換所による取引停止処分及び主要取引先から取引停止を受けていない者並びに経営状態が著しく不健全でない者を指す。
ウ　不正又は不誠実な行為がないこと。

エ　建築士法（昭和25年法律202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。

オ　平成6年度以降に担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、下記に示す業務に従事し、完了した経験を有する者を建築工事・電気設備工事・機械設備工事にそれぞれ専任で配置できること。

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造、地上３階建以上かつ延べ面積6,500㎡以上の校舎又は研究施設

	氏　　名
	主任技術者　○○○○

	最　終　学　歴
	

	法令による資格・免許
	（例）一級建築士（取得年及び登録番号）

　　一級建築施工管理技士（取得年数及び登録番号）

　　　技術士（取得年数及び登録番号）

管理技術者資格（取得年数及び登録番号）

	上記の者を雇用する企業名
	

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業・グループの構成員・協力会社

(いずれかを囲むこと)

	工事監理業務経験の概要
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	従事役職
	監理技術者・主任技術者

	
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	

	
	工事内容
	（必要に応じて工事の内容を記載する。）



	配置予定主任技術者の現在の他工事従事状況
	工事名
	○○省××地方整備局△△庁舎新営その他工事

	
	工　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日


【 提案様式1-9 】

配置予定主任技術者の資格及び建設業務経験
入札参加者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	業務の種類
	建設（建築工事・電気設備工事・機械設備工事）

(いずれかを囲むこと)

	競争参加資格
	　次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配属できること。

ａ　建築工事

一級建築施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、「これと同等以上の資格を有する者」とは、一級建築士若しくは技術士（技術士法による第二次試験のうち、技術部門を建設部門とするものに合格した者）の資格を有する者、又はこれらと同等以上の資格を有する者として国土交通大臣が認定した者であること。

ｂ　電気設備工事

一級電気工事施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、「これと同等以上の資格を有する者」とは、技術士（技術士法による第二次試験のうち、技術部門を電気・電子部門とするものに合格した者）の資格を有する者又はこれらと同等以上の資格を有する者として国土交通大臣が認定した者であること。

ｃ　機械設備工事

一級管工事施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、「これと同等以上の資格を有する者」とは、技術士（技術士法による第二次試験のうち、技術部門を機械部門（選択科目を「流体機械」又は「冷暖房及び冷凍機械」とするものに限る。）、水道部門又は衛生工学部門とするものに合格した者）の資格を有する者又はこれらと同等以上の資格を有する者として国土交通大臣が認定した者であること。

ｄ　平成6年度以降に、元請として完成・引渡しが完了した上記③ウに掲げる工事の経験を有する者であること。

ｅ　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有する者であること。

	氏　　名
	主任技術者　○○○○

	最　終　学　歴
	

	法令による資格・免許
	（例）一級建築士（取得年及び登録番号）

　　一級建築施工管理技士（取得年数及び登録番号）

　　　技術士（取得年数及び登録番号）

管理技術者資格（取得年数及び登録番号）

	上記の者を雇用する企業名
	

	上記企業について、代表企業、グループの構成員又は協力会社の別
	代表企業・グループの構成員・協力会社

(いずれかを囲むこと)

	建設業務経験の概要
	工事名称
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	（千円単位）

	
	工　　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	
	従事役職
	監理技術者・主任技術者

	
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	

	
	工事内容
	（必要に応じて工事の内容を記載する。）



	配置予定主任技術者の現在の他工事従事状況
	工事名
	○○省××地方整備局△△庁舎新営その他工事

	
	工　期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日


【 提案様式1-10 】

平成 　年　 月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
競争参加資格がないと認めた理由の説明要求書

入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」における競争参加資格がないと認められた理由についての説明を要求します。

【 提案様式2-1 】

平成　 年 　月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
入札辞退届
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に、以下の構成員からなる　　　　　　　グ ループ※１ として参加することを、委任状を添えて表明しましたが、辞退します。

グループ構成員

	役割※２
	所在地
	商号又は名称
	代表者名・印

	代表企業


	　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　

印

	設計担当


	
	
	印

	工事監理担当
	
	
	印

	建設担当


	
	
	印

	維持管理担当
	
	
	印

	計　　社


協力会社

	役割※２
	所在地
	商号又は名称
	代表者名・印

	設計担当


	
	
	印

	維持管理担当
	
	
	印

	計　　社


※１ ：グループ名は代表企業名を用いること（例 代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。
※２ ：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。

（注：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること）　　　　　　　枚目／　　枚中
【 提案様式3-1 】

平成　 年　 月 　日
国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
入札提出書類の提出届
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  　　　代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に対する入札提出書類を下記の通り提出します。

　なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

記

（提出書類名及び部数を記載すること）

【 提案様式3-2 】

平成 　年 　月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
委 任 状
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  　　　代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

私は、　　　　　　　　　　　　　　　印　を代理人と定め、平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に関する入札ならびに見積、また復代理人選任の権限を委任します。

【 提案様式3-3 】

平成 　年 　月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
委 任 状
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  　　　代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

私は、　　　　　　　　　　　　　　印　を復代理人と定め、平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に関する入札ならびに見積の権限を委任します。

【 提案様式3-4 】

平成　 年　 月　 日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
入 札 書
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  　　　代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

　平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の入札説明書等を承諾のうえ、下記金額により入札します。

	事業名


	京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業




	金　額


	円（税込み）




※１　代理人が入札をするときは、入札参加者の商号又は名称及び代表者氏名、並びに代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記載し、かつ、押印すること。

※２　復代理人が入札をするときは、入札参加者の商号又は名称及び代表者氏名、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名、並びに復代理人であることの表示及び当該復代理人の氏名を記載し、かつ、押印すること。
【 提案様式3-5 】

平成 　年 　月 　日

国立大学法人京都大学　学長　尾池　和夫　殿
業務要求水準書に関する確認書
入札参加者
［入札参加企業の場合］

　　 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

［入札参加グループの場合］

　　　　　　グループ名　　　　　 ：

代表企業 所在地　　　：
　　　商号又は名称：
　　　　　 　　　　　　　  　  　　　代表者名・印： 　　　　　　　　　　　　　　印

　平成16年8月18日付で入札公告のありました「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」の競争入札に対する本入札提出書類の一式は、入札説明書に別添された「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業要求水準書」に規定された業務要求水準と同等またはそれ以上の水準であることを誓約します。

【 提案様式4-1 】

施設改修計画提案書表紙

	通し番号
	／


	○．施設改修計画に係る提案書




	登録受付番号
	　　　　　　


【 提案様式4-2 】
	通し番号
	／


建築改修計画の概要

	建築改修（耐震補強計画は除く）に係る範囲と工法についての概要と特徴等を記入のこと。

	


（注：本様式２枚以内に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-3 】
	通し番号
	／


耐震補強計画の概要
	構造計画の概要と特徴等を記入のこと。

（Ｉｓ値０．７以上であることを記入すること。）

（本様式後段に、景観と施設利用者への配慮について記入のこと。）

	


（注：本様式２枚以内に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-4 】
	通し番号
	／


電気設備改修計画の概要
	電気設備改修に係る範囲と工法について概要と特徴等を記入すること

(本様式後段に、主要機器の概略仕様と主な特徴を記入のこと。)

	


（注：本様式2枚以内に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-5 】
	通し番号
	／


機械設備改修計画の概要
	機械設備計画の概要と特徴等を記入すること。

(本様式後段に、①空調空間ゾーニングおよび空調熱源機器ゾーニングの考え方を記入するこ

と。）

(本様式後段に、②主要機器の概略仕様と主な特徴（ＣＯＰ値など）を記入すること。) 

(本様式後段に、③ＰＡＬ値の算出結果（考え方と前提条件を含む）とＣＥＣ値を抑えるための方策を記入すること。) 

(本様式後段に、④ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰｼｽﾃﾑのｼｽﾃﾑの計画概要(除外装置の設置､ﾀﾞｸﾃｨﾝｸﾞ等)を記入すること。)

	


（注：本様式３枚以内に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	／


【 提案様式4-6 】
	通し番号
	／


空間計画１・研究・実験ゾーン提案
	代表的な研究・実験室を抽出し、意匠及び設備計画の概要と特徴を記入すること。
（本様式後段に、①快適性の実現､ｼｯｸｽｸｰﾙ対策等への配慮について記入すること。）

（本様式後段に、②耐震補強、照明器具、空調設備等をプロットしたインテリア計画を記入すること。）

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	／


【 提案様式4-7 】
	通し番号
	


空間計画２・図書及び事務室ゾーンの提案
	・明快でわかりやすい動線計画について記入すること。

・明快で使いやすい空間構成について記入すること。

・図書ゾーンの提案においては、収蔵数、閲覧席数を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-8 】
	通し番号
	／


空間計画３・屋上緑化の提案
	· 快適で使いやすい空間構成について記入すること。

· 維持管理のしやすい仕様について記入すること。
・ 屋上緑化の計画について記入すること。  

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-9 】
	通し番号
	／


断面計画
	最下階を地上階扱いできるための方法、箇所、レベルについて記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-10 】
	通し番号
	／


外装改修計画
	・屋上における設備機器の配置とそれに伴う目隠しスクリーンの形状、仕様および景観への配慮を記入すること。

・建物全体としての見え方について記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-11 】
	通し番号
	／


環境負荷低減計画１・資源の保護
	長寿命・適正使用・適正処理・エコマテリアル・リサイクルに対する提案を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-12 】
	通し番号
	／


環境負荷低減計画２・省エネルギー
	照明・空調計画等における省エネルギーに対する提案を記入すること。（特にCEC/L､CEC/AC等の基準値に達成するための方策については必ず記入すること。）

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-13 】
	通し番号
	／


ＬＣＣ低減計画
	建築・電気設備・機械設備、維持管理業務を総合的に勘案し、ＰＦＩ事業以降も見据えたＬＣＣ低減の提案を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-14 】
	通し番号
	／


工事管理計画
	工事計画、工事に対する考え方（安全管理、環境保全、クレームに対する対応等）を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-15 】
	通し番号
	／


施工計画１・工法の検討
	改修工事における騒音、振動、塵埃、臭気等の低減に対する提案を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-16 】
	通し番号
	／


施工計画２・設備の仮設計画
	· 電気設備（高圧、低圧、情報、通信、防災等）の切り回し計画と停止期間の提案を記入すること。

· 機械設備（給排水、ガス、消火、蒸気、ヘリウム回収等）の切り回し計画と停止期間の提案を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-17 】
	通し番号
	／



施工計画３・解体計画

	解体時における処分方法、廃棄物の削減、リサイクル品の活用に関する考え方を記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式4-18 】

施設改修計画提案書＜図面集＞表紙

	通し番号
	／


	○．施設改修計画に係る提案書＜図面集＞



	登録受付番号
	　　　　　　


【 提案様式4-19 】
	通し番号
	／


配置図（外構計画を含む）
	Ａ３版は１／１０００、Ａ２版は１／６００とすること。


（注：本様式１枚に記入してください。Ａ３版横使いとＡ２版横使いを作成してください。）
	登録受付番号
	


【 提案様式4-20 】
	通し番号
	／


平面図（各階）
	Ａ３版は１／６００、Ａ２版は１／４００とすること。


（注：本様式１枚につき１フロアーを記入してください。Ａ３版横使いとＡ２版横使いを作成してください。）
	登録受付番号
	


【 提案様式4-21 】
	通し番号
	／


立面図（４面）
	Ａ３版は１／６００、Ａ２版は１／４００とすること。


（注：本様式２枚以内に記入してください。Ａ３版横使いとＡ２版横使いを作成してください。）
	登録受付番号
	


【 提案様式4-22 】
	通し番号
	／


断面図（２面）
	Ａ３版は１／６００、Ａ２版は１／４００とすること。


（注：本様式１枚に記入してください。Ａ３版横使いとＡ２版横使いを作成してください。）
	登録受付番号
	


【 提案様式4-23 】
	通し番号
	／


仕上表等
	1． 外部仕上表：外部の主要部分の仕上げを、一覧表形式にて記入すること。

2． 内部仕上表：要求水準書に示す諸室等について、「階、室名、面積、床・壁・天井の仕上げ、天井高さ、備考など」を、一覧表形式にて記入すること。

※仕上は改修後のものとする。


（注：本様式の枚数制限はありませんが、出来るだけ簡潔に記入してください。Ａ３版横使いを作成してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式5-1 】

維持管理計画提案書表紙

	通し番号
	／


	○．維持管理計画に係る提案書




	登録受付番号
	　　　　　　


【 提案様式5-2 】
	通し番号
	／


維持管理計画・保守管理（建築・設備）
	建築及び建築設備の保守管理業務の実施体制について記入すること。

建築及び建築設備の保守管理業務の業務内容について記入すること。

	


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式5-3 】
	通し番号
	／


維持管理計画・維持管理（外構施設）
	維持管理業務（清掃）の実施体制について記入すること。

維持管理業務（清掃）の業務内容について記入すること。

維持管理業務（外構施設）の実施体制について記入すること。

維持管理業務（外構施設）の業務内容について記入すること。
	

	
	


（注：本様式２枚に、具体的に記入してください。）

	登録受付番号
	


【 提案様式6-1 】

事業計画提案書表紙

	通し番号
	／


	１ ． 事業計画に係る提案書




	登録受付番号
	　　　　　　


【 提案様式6-2 】

	通し番号
	／


事業実施体制

	

	登録受付番号
	／


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）

【 提案様式6-3 】

	通し番号
	／


業務管理及びリスク管理体制

	

	登録受付番号
	／


（注：本様式1枚に、具体的に記入してください。）







平成　 年　 月　 日





現地見学会　参加申込書





　「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」


現地見学会に参加を申し込みます。





団体名�
�
�
部署�
�
�
氏名�
�
�
所在地�
�
�
電話番号�
�
�
ＦＡＸ�
�
�
E-mail　　ｱﾄﾞﾚｽ�
�
�
出席者名�












　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上、計　　　名�
�
確認等を希望する場所等�
(現地見学会において特に確認等を行いたい場所等があればご記入下さい)











�
�
　　　　　　　　　　　　　　　　◆現地見学会への参加は、1社5名までとします。





平成　 年　 月　 日





入札説明会　参加申込書





　「京都大学（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備等事業」


入札説明会に参加を申し込みます。





団体名�
�
�
部署�
�
�
氏名�
�
�
所在地�
�
�
電話番号�
�
�
ＦＡＸ�
�
�
E-mail　　ｱﾄﾞﾚｽ�
�
�
出席者名�



























　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上、計　　　名�
�
　　　　　　　　　　　　　　　　◆入札説明会への参加は、1社2名までとします。








